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今回のテーマ：監督署が急にやって来たら、応じなければならない！？ 

Ｑ．労働基準監督署が、何の連絡もなく急にやってきました。これは、応じないとダメなの

でしょうか？また、実際の調査にあたって、どのような点を気にする必要があるのでしょ

うか？ 

 

Ａ．労働基準監督署は労働基準法に基づき、事業所に臨検、すなわち立ち入り調査を行う権

限を持っています。労働基準法１０１条によると｢労働基準監督官は、事業場、寄宿舎その

他の附属建設物に臨検し、帳簿及び書類の提出を求め、又は使用者若しくは労働者に対し

て尋問を行うことができる。」として立ち入り調査を担保しています。ただ、月末の決算業

務等、業務上の理由で応じることが難しい場合、基本的には立ち入り日時を変更すること

は可能だと思われます。立ち入りを拒むことは出来ませんが、日程変更することは原則、

可能だと思われます。 

調査のポイントは、やはり「労働時間」です。先の大手広告代理店での長時間労働によ

る過労死の事案以降、監督行政は以前にも増して労働時間について過敏になっています。 

著しい長時間労働が行われていないか？始業および終業時刻を適正に把握できている

か？労働時間管理をきちんとできているか？それに伴う割増賃金が、きちんと支払われて

いるか？賃金台帳に労働時間数が記載されているか？などが、調査の対象となります。 

 

立ち入りは拒めないが、日程調整は原則、可能！ 
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執筆者プロフィール 

滋賀県内外約４００社の企業を指導する中で培った人事労務の実務経験をベースにした

セミナーは分かりやすく、実践的であると大好評。最近では、「マイナンバーセミナー」に

て新聞・テレビなど、多くのマスコミの取材を受ける。セミナーはもちろん、雑誌への執筆

なども積極的に行っている。 

日本経営協会、商工会議所、商工会、大学などで、年間約８０回以上のセミナーを行う。 

 労務相談はお気軽に協会までご連絡ください！  

 

 
 


